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近年、気候変動の影響により水災害が激甚化・頻

発化しています。また、南海トラフ地震、首都直下地

震等の大規模地震の発生も切迫しています。このよ

うな大規模な自然災害が発生すれば、甚大な被害

が生じ、社会システムが機能不全に陥るなど、大き

な被害を引き起こす懸念があります。

これらの自然災害から、国民の生命・財産を守り、

国家・社会の重要な機能を維持するためには、防災・

減災、国土強靭化の取り組みの加速化・深化を図り、

自然災害に強い国土づくり、まちづくりを進める必要が

あります。

防災基本計画(2021年5月修正)では、まちの災害

特性に配慮した土地利用や施設の整備、自然環境

機能の活用などの総合的な防災・減災対策により、

災害に強いまちの形成を図るものとされており、｢防災

まちづくり｣の実施が求められています。

国土交通省は、抜本的かつ総合的な防災・減災

対策の確立を目指すため、2020年1月に新たに｢総

力戦で挑む防災・減災プロジェクト ～いのちとくらしを

まもる防災減災～｣を立ち上げました(2020年9月に

第1弾、2021年9月に第2弾を発行)。主要10施策

のなかで、｢防災まちづくり｣に関連する以下の施策が

挙げられています。

1)｢防災・減災のための住まい方や土地利用の推進｣

防災・減災を主流化したまちづくりの更なる推進(災

害ハザードエリアにおける開発抑制、災害ハザード

エリアからの移転促進、まちなかの安全対策強化)、

水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの推進

2)｢安全・安心な避難のための事前の備え｣

ハザードマップの更なる充実(ユニバーサルデザイ

ン化、空白エリアの解消)、高台まちづくりの推進、

地域の総力を挙げて取り組む避難体制の確保(避

難の実効性確保、マイ・タイムラインの活用促進)

3)｢行政・事業者・国民の活動や取り組みへの防災・
減災視点の定着｣

防災・減災×カーボンニュートラル(グリーンインフラ

の推進、インフラにおける再生可能エネルギー等の

導入推進)、防災・減災×地域拠点(防災道の駅)、

防災・減災×教育(災害伝承)等

このように、｢防災まちづくり｣はハードウェア、ソフト

ウェア、ヒューマンウェアが対象となります。｢まちづくり

は人づくり｣とも言われるように、ヒューマンウェアが重

要な要素であり、地域住民の安全・安心や生活向上

のために、住民やコミュニティが主体的に取り組み、

住民(自助)・地域(共助)・行政(公助)が力を合わせ

て持続的に活動する必要があります。

大規模な自然災害に対して、行政主導のハード

対策・ソフト対策には限界があることから、地域住民

の共通理解のもと、住民主体の防災・減災対策に転

換していく必要があります。このパラダイムシフトにお

いて、｢防災まちづくり｣の取り組みは、事前防災(基盤

整備、施設整備、防災訓練等)、災害対応(避難行

動、地域連携、緊急活動等)、復旧・復興(事前復興

計画、地域継続計画等)のすべてのフェーズで重要

となります。これらの取り組みにおいては、住民・地域・

行政をつなぐ役割として防災の専門家が支援しつつ、

地域が一体となって取り組みを推進することにより、

強靭(レジリエント)で持続可能(サステナブル)な地域

社会を構築することが望まれます。

当社は、社会基盤の形成と環境保全の総合コン

サルタントとして、安全・安心で快適な社会の持続的

発展と、健全で恵み豊かな環境の保全と継承を支え

ることを経営ビジョンに掲げています。｢防災まちづくり｣

においては、地域住民の方々が｢防災(安全・安心)×

環境(幸福)｣を実感できるような災害に強いまちの形

成を目指して、地域社会に貢献してまいります。

災害に強いまちの形成を目指す～強靭で持続可能な防災まちづくり～
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お部屋の健康診断

PCR検査法によるDNA診断

綿棒でふき取って送るだけ(送料無料)
お客様の状況に合わせた診断
プランを用意しております。

ホコリや汚れの中に存在する
ダニ・花粉・カビ・バクテリア・
トコジラミ・ヒゼンダニのDNA
量を測定して、お部屋の衛生
状態を評価します。

https://lifecare.ideacon.co.jp/

お申し込みは、Webショップから

そのほかにも身近な問題や
課題を解決するさまざまな
サービスを提供いたします。

食品の栄養成分分析
水道水に関わる

水質分析
土壌環境の

コンサルティング
PCB分析

診断報告書例

社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタント
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CORPORATE DATA

■建設コンサルタント事業
河川・海岸・港湾・道路・橋梁の整備・保全、交通・都市・地域計画、防災・減災対策

■環境コンサルタント事業
環境調査、環境評価・環境計画、自然環境の保全・再生・創造、環境化学分析、環境リスク評価、
廃棄物・有害化学物質対策、食品分析、衛生検査、生命科学

■情報システム事業
情報基盤の構築支援、防災・減災システム開発、気象・健康・生活情報の提供・配信

■海外事業
インフラマネジメント、環境保全・創出


